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年月 歴史まちづくりに関する法規制等 運動や取り組み 
1950年代 ・建築基準法(昭和 25(1950)年) 
・文化財保護法(昭和 25(1950)年) 
 







































造物群保存地区は 2017(平成 29)年には 114 地区が国の選定を受け、1996(平成 8)年
に制度が開始された登録有形文化財は 2017年には 11,046件まで登録件数が増えてお























































































































































































































のである。新築工事はピーク時の 1996年には 70.3 兆円の市場規模であったが、2013
年には 37.4兆円と 20年間で約半分まで市場規模が減少してきている。 
一方、新築工事の市場規模の縮小が続く中で、維持修繕工事は 10 兆円台で安定的
に推移しており、建設マーケット全体に占める割合をみると、90 年代後半以降は上


































建設省が 1983(昭和 58)年から実施した HOPE計画（地域住宅計画）の展開とその課題
を整理する。 
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（３）研究の構成 
















































































































































































































の 49％であり、設計系が 31％と多く、職人系が 8％、まちづくり系が 7％、学校系が
2％、トラスト系が 1％であった。庁内にも民間にも技術者がいない地区は 33％であった。
















































1995 年 1 月の阪神淡路大震災を受け、1998 年 5 月に被災者生活再建支援法が制定
され、住宅が全半壊した世帯に対する住宅再建支援のあり方について総合的な見地か
ら検討することが明記された。その後、2000 年 10 月に発生した鳥取西部地震では、
鳥取県独自の住宅復興補助金制度が立ち上げられた。当時の片山善博鳥取県知事は
「郊外、過疎地域及び高齢化地域では、被災者の世帯流出を防ぐため、都市基盤の整 
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表序-2 阪神淡路大震災以降の災害と自立再建住宅支援の展開 
年月 災害と被災者生活再建支援法の展開 自立再建住宅支援の取り組み 
1995.01 阪神淡路大震災  




2004.03 被災者生活再建支援法の改定１  
2004.10 新潟県中越地震 山古志地域：中山間地型復興住宅 
2007.03 能登半島地震 石川県：能登ふるさと住宅 
2007.07 新潟県中越沖地震  
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備よりも住宅再建こそが最優先される」と発言し、同じ市町村に住宅再建する場合は








その後、自立再建住宅支援の取り組みは、2007 年 3 月の能登半島地震での石川県
































































































な方針,資料, 文部科学省・農林水産省・国土交通省,p.1, 2008 
注-7)文部科学省・農林水産省・国土交通省: 前掲書, p.2,2008 
注-8)建設省住宅局住宅整備課 監修：HOPE計画‐地域に根ざした住まい・まちづくり地域住宅計画,日
本経済新聞社,pp5-6,1984.3 















注-22)川崎直宏・山口幹幸：『人口減少時代の住宅政策 戦後 70 年の論点から展望する』,鹿島出版
















































興 その 7 修理・修景事業と建築生産（M伝建地区を中心に）, 日本建築学会中国支部研究報告集, 
第 22巻, 2009.3 
注-54)上村信行： 歴史的市街地における伝統的風土の保全と地域振興 その 13 伝建地区における修












本建築学会計画系論文集,第 76巻,第 662号,pp.789～797,2011.4 
注-61)山崎寿一・手邊徹・金斗換：能登半島地震後の住宅復興施策の展開と災害公営住宅,日本建築学
会計画系論文集,第 76巻,第 660号,pp.353～360,2011.2 
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注-62)角倉英明・渡邊史郎・浦西幸子・藤田香織・有川智・森正志：地域型復興住宅の生産者グループ
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（４）研究の方法 


























































































治 33)年の 14,993人から年々増加し、1955(昭和 30)年の 34,608人をピークに減少を






















図 1-2 加世田麓地区の麓集落としての空間構成 
 
  















表 1-1 加世田麓地区を構成する地区や集落 
地区 集落 主な建築タイプ 備考 
武家型 沿道型 
麓 下鴻巣(しもぐるす) ○ ○ 武家住宅群にえびす通りが混在 
中鴻巣(なかぐるす) ○ ― 武家住宅群を形成 
上鴻巣(かみぐるす) ○ ― 武家住宅群を形成 
犬追馬場(いぬおいばば) ○ ― 武家住宅群を形成 
屋地(やち) ○ ― 武家住宅群を形成 
向江 平野馬場(ひらのばば) ○ ― 武家住宅群を形成 
町(まち) ○ ○ 藩政時代に野町を形成 
高城(たかじょう) ○ ○ 藩政時代に野町を形成 
日新 社付(しゃつき) ○ ○ 明治期に門前町を形成 
愛宕下(あたごしも) ○ ― 武家住宅群を形成 
白亀 白亀(しらかめ) ○ ― 武家住宅群を形成 














歴史を継承してきた近代建築として洋風建築を 3 棟、全体で 53 棟の伝統的家屋主屋







表 1-2 加世田麓地区の伝統的家屋の抽出 





下鴻巣 12 4 1 0 5(42%) 
40 
(40%) 
中鴻巣 17 4 0 1 5(29%) 
上鴻巣 33 15 0 2 17(52%) 
犬追馬場 25 10 0 0 10(40%) 





屋地 38 5 0 0 5(13%) 
13 
(9%) 
白亀 7 0 0 0 0(0%) 
本町 10 1 0 0 1(10%) 
向江 89 5 2 0 7(8%) 
愛宕下 0 0 0 0 － 
















図 1-3 伝統的家屋の位置図 
  







図 1-4 保存地区と誘導地区の設定  





























図 1-5 加世田麓地区の歴史的変遷を踏まえたゾーニング図 
  



















表 1-3 修理修景許可基準における項目 
建築物 工作物 環境物件 
建築位置 階数・軒高 門・門扉 生垣・木竹の除却 
屋根形状 屋根材料・樋 石垣・擁壁 溝・石段 
下屋・庇等 外壁 塀・生垣 庭園（池・庭） 
看板・配管等  水路・水場・石橋・手摺等 土石の採取 

















図 1-6 保存計画及び協定での加世田らしい家屋の参考モデル(平面) 









図 1-7 保存計画及び協定での加世田らしい家屋の参考モデル(立面)  






























下鴻巣 0 1 0 0 0 1 1 
28 
(27%) 
中鴻巣 2 1 3 2 5 3 8 
上鴻巣 0 0 0 1 0 1 1 
犬追馬場 8 1 0 0 8 1 9 





屋地 5 1 0 0 5 1 6 
74 
(73%) 
白亀 2 8 0 0 2 8 10 
本町 2 8 0 20 2 28 30 
向江 14 6 2 0 16 6 22 
愛宕下 0 6 0 0 0 6 6 
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生しており、南薩鉄道の駅ができた本町ではその多くは沿道型建物であった。この時









































下鴻巣 2 1 0 0 2 1 3 
18 
(21%) 
中鴻巣 2 2 0 1 2 3 5 
上鴻巣 1 0 0 0 1 0 1 
犬追馬場 2 6 0 0 2 6 8 





屋地 6 7 0 0 6 7 13 
66 
(79%) 
白亀 0 7 0 0 0 7 7 
本町 1 6 0 0 1 6 7 
向江 9 27 0 0 9 27 36 
愛宕下 0 3 0 0 0 3 3 
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図 1-9 地域住宅の位置図(2015年調査時) 
 




は 40%、誘導地区では 9%、地区全体では 22%まで減少してきた。 
一方、保存地区と誘導地区において屋敷図の敷地に伝統的家屋や準伝統的家屋、地
域住宅などの歴史的風致を形成する家屋が建てられている割合は、保存地区では 61%、
誘導地区では 38%、地区全体では 47%であった。 
さらに、保存地区と誘導地区において屋敷図の敷地以外も含めて伝統的家屋や準伝
統的家屋、地域住宅などの歴史的風致を形成する家屋が建てられている割合は、保存
地区では 87%、誘導地区では 106%、地区全体では 98%であった(表 1-6)(図 1-10)。 
 
表 1-6 伝統的家屋の残存数と準伝統的家屋や地域住宅の継承率 (2015年調査時) 
地区 屋敷図 













































































家屋の年代調査と現地での悉皆調査により、1950(昭和 25)年から 2011(平成 23)年







表 1-7 加世田麓地区における新築需要の集落毎の累計(1950年～2011年) 























図 1-11 加世田麓地区における新築需要の集落毎の割合(1950年～2011年) 
 




家屋を整理した (図 1-12) (表 1-8)。 
新築工事の年間平均新築数の 61 年間の平均は 10.7 棟/年であり、1950 年代の 4.7
棟/年から増加し、1980 年代の 17.2 棟/年をピークに減少し、2000 年代は 1960 年代
と同等の 7.4棟/年程度となっている。61年間で 653棟の新築需要の中 76棟(年代が
特定できない住宅 8棟)が地域住宅であった。61年間の地域住宅の供給割合の平均は、
年代が特定できたもので 12%、年代が特定できなかったものも含めてもわずか 13%程
度であった。年代ごとでは最も多く地域住宅が供給された時期は 1980 年代で 23%で
あった。一方 2000(平成 12)年以降は地域住宅の供給が 0%となっている。 
 
表 1-8 加世田麓地区の新築住宅と地域住宅の建設年代(1950年～2011年) 
年代 1950 1960 1970 1980 1990 2000 合計・平均 
保存地区新築数 13 18 38 56 41 18 184 
誘導地区新築数 34 55 101 116 107 56 469 
保存・誘導地区合計新築数 47 73 139 172 148 74 653 
年間平均新築数 4.7 7.3 13.9 17.2 14.8 7.4 10.7 
地域住宅による新築 2 7 12 39 16 0 76 
地域住宅の新築数 4% 10% 9% 23% 11% 0% 12% 
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図 1-12 加世田麓地区の新築住宅と地域住宅の建設年代(1950年～2011年) 
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新築住宅の供給変遷では、加世田麓地区の新築工事は 1990 年代には 14.8 棟/年で
あったが、2000 年代には 7.4 棟/年で棟数ベースではあるが約 50%程度まで減少して
いる。ただし、全国的な動向と比較すると、建設工事施工統計では、全国の新築工事










歴史的風致を形成しない家屋 合 計 
伝統 準伝統 地域住宅 
保存地区 
















































持管理工事の特定の相談相手がいないが 18 名中 14 名(76%)と非常に高く、居住者と





①左官や木工の職人に応急修理のみ依頼 4 (23%) 
14 
(76%) 
②既存部は維持管理せず増築部分は工務店に依頼 2 (12%) 
③自己で応急修理 1 (6%) 
④維持管理できていない 6 (35%) 
特定関係 
がある 
⑤地元設計者に相談 3 (18%) 4 


















店に依頼が 3(27%）、鹿児島県内の工務店に依頼が 1(9%)であった(表 1-11)。南さつ
ま市内の工務店への依頼は加世田地域に隣接する金峰地域の工務店であり、地域住宅
の建設依頼は 11 名中 10 名(91%)がほぼ加世田地域近隣の工務店への依頼であった。
また、維持管理相談も基本的に同じ工務店が対応しており、居住者と維持管理体制と
の特定関係がほぼ継続されている(図 1-16)(図 1-17)。 
 
表 1-11加世田麓地区の地域住宅の建設主体（2015年調査時） 
加世田地域の工務店に依頼 7 (64%) 
南さつま市内の工務店に依頼 3 (27%) 



















されている建物を調査した(表 1-12)(図 1-18、1-19)。 
別用途に利活用されている建物は、現在 5棟発生している。5棟は全て伝統的家屋
の主屋及びその付属屋であり、武家住宅が 1棟、洋風建物が 2棟、石蔵が 2 棟であっ
た。1994(平成 6)年に民間企業の独自活用タイプが１棟発生し、その後は、2009(平
成 21)年以降 4棟発生している。2009年以降現在までの発生頻度は 2年に 1 棟程度で






 物件  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ 
 年  2012  2009  2009   2011  1994 
 建築タイプ  伝統・武家  伝統・洋館  伝統・洋館  伝統・石蔵  伝統・石蔵 
 中間支援  NPO・市  NPO  NPO  NPO  なし 
 活用用途  公共施設  飲食  小売  飲食  民間施設・記念館 
 活用主体 市役所 個人  個人 福祉団体 民間企業 
 活用タイプ マッチング マッチング マッチング マッチング  独自活用 
 












地域住宅の建設依頼は 11 名中 10 名(91%)が加世田地域近隣の工務店へ依頼してお
り、維持管理もほぼ同じ工務店に依頼されている。 
歴史的風致を有する家屋の利活用については、伝統的家屋を対象に 5件あり、近年





















































Ｄ その他    
利活用促進 
特定空き家除却 
Ｅ 新築需要    利活用促進 地域型住宅の普及促進 
 
伝統的家屋や準伝統的家屋の建築基準法の既存不適格の課題に対して、建築基準法























































































注-5)加世田市史編さん委員会： 加世田市史上巻, 加世田市, p. 218, 1986.12 
- 78 -  
 



















注-16)後藤治： 伝統構法木造からみた建築関連法規の課題, 日本建築学会大会（関東）総合研究協議会, 市
民と専門家が協働する成熟社会に相応しい建築関連法制度を目指して,  pp. 65～66, 2011.8 
注-17)2013年総務省土地統計調査「着工新設住宅都道府県別・利用関係別再建築率表」において、鹿児島




率は 17.03%であり全国平均の 13.5%よりも高く、その中でも南さつま市の空き家率は非常に高い。 
 
  


































- 80 -  
 
  























































































































































な平地や段丘面に 29 の集落が点在している（図 2-3）。日本海側の気候区に属し、標
高の高い舘岩地域は、ほぼ全域が豪雪地域である。 
舘岩地域の人口は 1955(昭和 30)年の 4085人をピークに減少を続け、2010(平成 22)
年保存対策調査時には 2109人であった。世帯数は時代に伴う変化は少なく 1955 年は
715世帯であったが 2010年では微増の 784世帯であった。1世帯当たりの人口は 1955





図 2-2 舘岩地域及び前沢集落の位置図 









図 2-4 舘岩地域の人口推移（人口・世帯数・世帯構成人数）（1940年～2009年） 




2007(平成 20)年の保存対策調査時の前沢集落の人口は 56 名であり、男性 26 名、
女性 30 名である。平均年齢は 54.5 歳であり、60 歳以上の人口割合は 52％である。
世帯数は 19世帯であり、65歳以上の高齢者のみの世帯は 64％である。高齢化が際立
っている集落である（表 2-1）（表 2-2）。 
 
表 2-1 前沢集落の人口構成（2007年調査時） 
0～9 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 計 
4 6 0 4 3 10 9 14 6 56 
7％ 11％ 0％ 7％ 5％ 18％ 16％ 25% 11％ 100％ 
福島県県南会津町(2010)「前沢曲家集落保存対策調査報告書」より引用  
 
表 2-2 前沢集落の世帯構成（2007年調査時） 
高齢単身 高齢夫婦 高齢親子 夫婦 単身 ３世代以上 計 










屋 6棟）あり、そのうち 14棟が茅葺屋根である。 
これら 20棟の民家主屋のうち 15棟（中門造り 11棟、直屋 4棟）は 1907(明治 40)
年の大火後、新潟や近隣の伊南村の大工が再建に関わり、概ね 3年以内に再建された
ものである。その後、1933(昭和 8)年、1938(昭和 13)年、1951(昭和 26)年に 3棟（中







図 2-5 前沢集落配置図  
 





集落内には、これらの伝統的家屋以外の形式の現代的建物主屋が 3 世帯 3 棟あり、
前沢集落における伝統的家屋主屋棟数は中門造りが 15 棟、直屋が 5 棟、現代的住宅













































図 2-9 中門造りの分布と前沢集落 
  





学藤木研究室の悉皆調査と 23年後の 2007(平成 19)年の悉皆調査による南会津町舘岩
地域における中門造り民家の残存状況を調査した。 






23 年前と比較して 61 棟から 20 棟へと 67％も減少している。茅葺屋根の中門造り民
家の棟数を調査すると 1984年時には 64棟であったが、2007年時には 22棟まで減少
している。その内前沢集落以外では中門造りの茅葺屋根は 12棟である。このように、
舘岩地域の歴史的風致を継承する上で重要な中門造り民家は、前沢集落以外では 23
年の歳月で 3割程度となるほど減少率（年間約 1.8 棟ペース）が高いことが分かった
（表 2-3）。 
 
表 2-3 舘岩地域における中門造り民家の残存状況（2007年調査時） 
集落名 前沢 湯ノ花 水引 貝原 小高林 戸中 その他 合計 
1984年 11(9) 11(8) 11(10) 7(7) 5(5) 5(5) 22(20) 72(64) 
2007年 13(10) 7(1) 6(6) 1(1) 2(2) 0(0) 4(2) 33(22) 











成 5)年から数年間は年間 21 棟の需要があったが、1997(平成 9)年以降年々と減少し
ている。 








図 2-10 舘岩地域の新築需要（1991年～2014年） 
 
  




資金は全国平均で 3007万円であることから比較して若干安い程度であった（表 2-4）。 
 
表 2-4 2010年以降に舘岩地域で建設された新築工事の建設費（2010年～2014年）  
建設年度 構造 延べ床面積(㎡) 建築費（万円） 
2010(平成 22)年 木造 139.12 2625 
2011(平成 23)年 木造 190.50 3200 
2012(平成 24)年 木造 289.89 4000 
2013(平成 25)年 木造 76.63 2000 
2013(平成 25)年 木造 122.50 2330 
2014(平成 26)年 木造 75.35 1630 





2007(平成 19)年の 23年間で、年間約 1.8棟ずつ減少してきたことが分かった。 
一方、新築住宅は、1991(平成 3)年～2014(平成 26)年の 24 年間で、平均すると年間
8.6 棟ペースで増加してきたが、2005(平成 17)年以降新築需要が激減し、2005 年以降の
平均は年間 1.5棟まで減少していることが分かった。 
新築工事額では、1991(平成 3)年から 2004(平成 16)年比較的新築需要が多かった
時期には、年間 13.6棟で、仮に 1棟約 2600万円の工事額で計算すると約 3 億 5千万


































茅葺き 87,396  11  397  14  5,558(42%) 茅葺 
屋根塗装 20,196  6  168  6  1,008(8%) 塗装 




外部造作 13,358  17  39  20  780(6%) 
小屋新築 3,738  17  11  20  220(2%) 
石積み 945  17  3  20  60(0%) 





1988(昭和 63)年度から 2007(平成 19)年度までの過去 20 年間の補助金交付実績から






葺が 42％、塗装が 8％の割合であった（図 2-11）。 





図 2-11 前沢集落の平均年間工事価格 
 
各種工事の１棟の平均年間工事価格（年間維持費）は、大きい方から、茅葺工事が
397 千円/棟年、屋根塗装工事が 168 千円/棟年、改造工事が 279 千円/棟年、外部造






図 2-12 伝統的家屋１棟の平均年間工事価格（年間維持費） 




すると年間 49万円程度、月々約 4万円の維持管理費となる。 
2010(平成 22)年から 2014(平成 26)年の 5年間の舘岩地域における住宅建設資金は
平均約 2600万円であったが、2600万円の新築住宅の月額ローン支払額は約 8.3万円










表 2-6 過去 20年間の修繕頻度 
   






















葺き替え 7.0 2.9 
さし茅 10.3 1.9 
屋根塗装 2.8 7.1 
改造 2.4 8.3 
外部造作 0.9 22.2 
小屋新築 0.4 50.0 
石積み 0.2 100.0 





約 2 年、葺き替えは約 3 年の間隔で修繕を行っている。屋根の塗装は 10 年に満たな
い間隔で修繕を行っている。外部造作については約 20 年間隔、倉庫や車庫などの新





のサイクルとなっている。つまり、葺き替え 4 カ所×2.9 年さし茅 8 回×1.9 年の計
26.8年で葺き替えが１サイクルするようになっている（図 2-13）。 
修繕の頻度が最も多い茅葺工事は、2 年から 3 年でまとまった費用が必要となり、
計 26.8 年で葺き替えが１サイクルすることから、1 サイクルするためには約 1 千万




整理した（表 2-7）。舘岩地域には、大工職人は 15 名と多く、塗装、左官、建具、
畳の職人 3～5 名、茅葺と板金職人は 1 名であった。集落数との比較をすると、舘岩





表 2-7 舘岩地域の住宅生産に携わる職人数（2014年調査時） 
職種 大工 左官 茅葺 建具 塗装 板金 畳 
































前沢集落内 72(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 
舘岩地域内 14(2) 93(4) 75(3) 0(0) 0(0) 93(1) 100(2) 
南会津町内 7(1) 0(0) 25(1) 100(1) 100(1) 0(0) 0(0) 
福島県内 7(1) 7(1) 0(0) 0(0) 0(0) 7(1) 0(0) 


















図 2-14 前沢集落の大工工事及び茅葺工事の依頼先 















保存地区選定後の平成 23(2011)年度から平成 26(2014)年度の 4 年間について前沢
集落における茅葺の材料使用量と工事費の関係を調査した（表 2-9）。茅葺工事は 4
年間で合計 43,452千円の工事費で、年間平均 10,863 千円であった。4年間の茅材の
使用量は 4,875〆で、年間平均 1,219〆であった。保存地区選定直後で補助金制度移
行に伴う茅葺工事の需要変動が大きくなっているため、表 2-4 で調査した昭和
63(1988)年度から平成 19(2007)年度までの過去 20 年間の茅葺工事規模である 5,558
千円／年で割り戻すと年間平均 624〆の材料が必要であるといえる（図 2-15）。 
 





Ｈ23 1,442  205  
Ｈ24 16,942  1,916  
Ｈ25 18,361  2,135  
Ｈ26 6,705  619  
計 43,452  4,875  
                          図 2-15 茅ボッチ（6ボッチで 1〆） 
 




内の茅材は 1 割にも満たない状況であった。平成 26(2014)年時の見積では、岩手県
産の茅材は運搬費の高騰もあり１〆＝6400円であり、南会津町産の茅材費１〆＝4800
円と比較して非常に高くなっている。１〆＝4800円で算出しても 624〆の材料費は年
































表 2-10 南会津町の集落における中門造りの残存状況（2007年調査時） 
中門数 15 13 12 9 7 6 5 4 3 2 1 0 計 































表 2-11 南会津町の歴史的風致を有する集落 （灰色は舘岩地域）（2007年調査時） 
NO. 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 
集落 
名 
界 前沢 和泉 
田 




鴇巣 水引 木伏 山口 小塩 
中門 15 13(20) 12 12 9 7 7 7 6 6 6 5 





















































地域で 21 棟、南会津町内で 31 棟であった。それぞれの棟数に茅葺工事費の約 40 万
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で 33棟、南会津町内で 112棟残存している。それぞれの棟数に大工工事費の約 32万
円/棟年を掛けるとそれぞれ 640万円、1056万円、3584万円となる。これら伝統的家
屋の維持管理の規模は、前沢のみを 1.0倍とすると、舘岩地域まで拡げると 1.65 倍、


































図 2-19 舘岩地域の新築工事と維持管理工事の需要の変化 
1991 年～2004 年 2005 年以降 
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×49万円＝3億 8220 万円程度と想定される。 
1991(平成 3)年から 2004(平成 16)年の比較的新築需要が多かった時期には、年間
約 3 億 5360 万円の新築工事額であり、潜在的な維持管理産業の規模も合わせると、















































































まず、伝統的家屋は 1984 年～2007 年の期間に年間約 1.8 棟ずつ減少し、780 世帯
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2004 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震により、新潟県長岡市山古志地域は
甚大な被害に見舞われた。山古志地域は、長岡市の南東部に位置する、中山間地域の
地域である。震災が起こった際には、山古志村であったが、2005 年 3 月末で長岡市
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地域型復興住宅では、過去 20 年の最深積雪の平均値から 3ｍの積雪量に対応でき
ることを目標とした（図 3-9）。 

















図 3-10 滑落した屋根雪の形状と軒高さの関係 




















図 3-11 ２タイプの床高さのモデル 






図 3-12-1 雪と上手に付き合うための考え方（1） 





図 3-12-2 雪と上手に付き合うための考え方（2） 





図 3-12-3 雪と上手に付き合うための考え方（3） 





図 3-12-4 雪と上手に付き合うための考え方（4） 












































































図 3-16 地域型復興住宅によって実現する山古志地域の住まいの再建イメージ 
 








図 3-17-2 高床基本モデル（Ｂ） 
 
 








図 3-17-4 低床雁木付きモデル（Ｄ） 
 
 




























図 3-18 低床と高床の２種類のモデル住宅の建設 
 
  






























































































震災から約 3 年目の 2008 年の正月を山古志で迎えることを目標に進めてきた地域
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自立再建では 3タイプの地域型復興住宅を元にした再建が展開し、低床基本モデル
(Ａ)が 5戸、高床基本モデル(Ｂ)が 13戸、低床中門造りモデル(Ｅ)が 1戸であった。
災害公営住宅では、戸建タイプ(Ｆ)が 4 戸、二戸一タイプ(Ｇ)が 24 戸、低床長屋タ
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（２）供給結果の検証 





図 3-23山古志地域の再建者の住宅再建方法（2008年 3月） 
 
震災前は 690世帯だった山古志の世帯数のうち 470世帯が帰村した。帰村率は 68%
であった。帰村した 470 世帯のうち自力での新築再建は 99 世帯（21%）、公営住宅で
の再建は 35 世帯（7％）、改修での再建は 336 世帯（72％）であった。新築された建

























































注-2)中村秀臣：滑落した屋根雪の堆積形状,日本氷雪学会,氷雪 40巻,1号, pp.37～41,1978 
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表 4-1 自立再建住宅支援の取り組み対象範囲 
名称 取り組み範囲 
十津川型 十津川村 



















外は 35％から 40％と全国平均の 23.0％(H22 年国税調査)と比較して高く、持ち家率
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被害特性を全壊住宅戸数で比較すると、十津川型は全壊 18棟が対象と最も少なく、





地域型住宅による自立再建の新築戸数が多かったのは山古志型 19 戸と能登型 288
戸であるが、大きく供給戸数に差がある。自立再建の改修を支援対象としたのは能登
型のみで 196戸である。災害公営住宅の供給と自立再建住宅支援の連携があったのは
山古志型 33戸、能登型 49戸、住田型 8戸、十津川型 14戸である。 
自立再建住宅支援(新築・改修)及びその展開での災害公営住宅政策との連携による
地域型住宅の供給戸数の合計は、能登型が 536戸と最も多く、次いで山古志型 54戸、
十津川型 18 戸である。東日本大震災被災地の住田型、岩沼型は、震災から 5 年目の




表 4-2 対象地区の概要（地域特性・被害特性・供給結果） 
 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
人口 2200人 34000人 23000人 44000人 3900人 
高齢化率 37％ 35％ 35％ 20％ 40％ 
持ち家率 99％ 85％ 88％ 63％ 85％ 
立地特性 中山間地 沿岸部 沿岸部※1 沿岸部 山間地 
その他 豪雪地  林産地 大都市近郊 山間地・林産地 
災害特性 地震 地震 地震津波 地震津波 水害 
全 壊 328 686 6788※1 723 18 
自力での新築 19 288 0 0 2 
自力での改修 支援対象外 196 支援対象外 支援対象外 支援対象外 
公営住宅 33 49 8 連携対象外 14 
モデル住宅 2 3 3 2 2 
合計 54 536 11 2 18 
※1全壊の数値は、陸前高田 3159、大船渡市 3629、住田町 0の合計 
 













































































































図 4-2-2 能登型の開発段階の体制と仕組み 
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表 4-3 各地区のモデル住宅の整備の実態 










復興ﾒﾓﾘｱﾙ※ 公募払い下げ 公募払い下げ 公募払い下げ 復興ﾒﾓﾘｱﾙ※ 
公開期間 設定なし 12 ヶ月 3 ヶ月 3 ヶ月 設定なし 






























































表 4-4 モデル住宅の開発目的 
 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
自立再建目的 ○ ○ ○ ○ ○ 




















は各地で建設されたモデル住宅の特徴について比較検討する(表 4-5)。  
 



































































































































































モデル住宅の企画や規模、構造について比較検討する(表 4-6)。  
 
表 4-6 各地区のモデル住宅の諸元         （グレーの箇所は各地区の最小限モデル） 
対象 名称 用途 構造 規模 
高齢者 
世帯向け 
山古志型 1 住宅 木造 2階建 93㎡(4間×4間) 
山古志型 2 住宅 1階 RC造 2,3階木造 146㎡(4間×4間) 
能登型 1 住宅 木造・平屋建 50㎡(3間×5間) 
能登型 2 住宅 木造・2階建 75㎡(4間×4間) 
能登型 3 店舗住宅 木造・平屋建 80㎡（4.5間×6間） 
十津川型 1 住宅 木造・平屋建 60㎡（5.5間×3間）注 5) 
十津川型 2 住宅 木造・2階建 85㎡（5.5間×3間）注 5) 
一般 
世帯向け 
住田型 1 住宅 木造・平屋建 78㎡（6.5間×3.5間） 
住田型 2 住宅 木造・2階建 133㎡（7間×4間） 
住田型 3 住宅 木造・2階建 121㎡（4間×4.5間） 
岩沼型 1 住宅 木造・平屋建 98㎡（5間×5間） 







面積は平均すると約 94.8 ㎡である。最も大きいモデルは山古志型 2 の高床モデルで
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約 146 ㎡、最も小さいモデルは能登型 1 の輪島モデルで約 50 ㎡である。各地区の最












































地区 No 国 県 
山古 
志型 
1 93  511  0 100 459  180  739 1250 13.4(44.4)  
2 146  611  0 100 459  180  739 1350 9.2(30.5)  
能登 
型 
1 50  330  300 100 170  200  770 1100 22.0(72.9)  
2 75  480  300 100 170  200  770 1250 16.7(55.3)  
3 80  580  300 100 170  200  770 1350 16.9(56.0)  
住田 
型 
1 78  742  300 100 178  180  758 1500 19.2(64.0)  
2 133  1502  300 100 178  220  798 2300 17.3(57.3)  
3 121  1202  300 100 178  220  798 2000 16.5(54.6)  
岩沼 
型 
1 98  1040  300 0 10  150  460 1500 15.3(50.7)  
2 139   1340  300 0 10  150  460 1800 12.9(42.7)  
十津 
川型 
1 60  200  300 0 400  200  900 1100 18.3(60.6)  

























差があり、義援金が最も多い山古志型では 459 万円、最も低い岩沼型では 10 万円と
449万円の差がある。復興基金や既存の補助金による支援は、各地区で平均すると約





円で、460万円～900 万円の幅がある。最小限モデルの面積は、平均約 75.8 ㎡で、50
㎡～93㎡の幅がある。最小限モデルの㎡単価は、平均すると 17.6万円/㎡（58．3万




















































山古志型 40 20 20 100 ― ― 上限 180 
能登型 50 60 40 60 ― 75※ 上限 200 
住田型 ― 60～90 ― 20～30 100 ― 180～190 
岩沼型    50 100  150 
 
十津川型 




































全壊 100 100 100 50 200 550 
大規模 50 100 100 50 120 420 
半壊 0 0 100 50 0 150 
岩沼型 
全壊 100 100 0 52 0 252 
大規模 50 100 0 52 0 202 






































表 4-10 各地区の施工体制の組織化の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
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十津川型 岩沼型 山古志型 
   
能登型 住田型 凡例 
   
 







七尾市 2地区・志賀町全体 1・中能登町全体 1・穴水町全体 1）、協議会が立ち上がっ









表 4-11 各地区の再建者の組織化の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 















奈良県内の設計者と協力して対応している (表 4-12）。 
 
表 4-12 各地区の設計者の組織化の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
設計者の組織化の有無 設計チーム 登録 登録 登録 なし 
 
  





表 4-13 設計支援方法 


































































表 4-14 各地区の事務局の役割 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
説明対応 ○ ○ ○ ○ ○ 



















表 4-15 自立再建支援と連携した補助制度の有無 
地 区 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
施工者への補助 ○ － ○ ○ － 





















































図 4-4-1 供給段階の体制と仕組み(1) 










図 4-4-2 供給段階の体制と仕組み(2) 































表 4-16 自立再建支援と連携した災害公営住宅の供給量 
連携方策 山古志型 能登型 住田型 岩沼型 十津川型 
① 33 45 8 － － 
② － － － － 14 
③ － 4 － － － 














































































注-6)「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」（ 平成 21 年 6 月 4 日施行）の認定基準（耐震等級 2 以
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その他    
利活用促進 
特定空き家除却 





















まず、伝統的家屋は 1984 年～2007 年の期間に年間約 1.8 棟ずつ減少し、780 世帯























































































































































































































































- 195 -  
 
表終-2歴史的風致の維持向上と地域住宅生産システムが乖離する要因への対応 
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